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資料１

観光地域づくり実践プラン実施要綱

平成15年4月15日制定

平成17年6月 6日最終改正

国土交通省

１．目的

観光立国の実現に向け、地域に住む人々がその地に住むことに誇りをもち、幸せを

感じるとともに、外国人観光客にとっても魅力あふれる「一地域一観光」の推進が求

められている。

、 、 、このような中で 地域特性を踏まえた観光戦略に基づき 多様な地域資源を活用し

地域の幅広い関係者が一体となって、観光を軸とした地域づくり（観光地域づくり）

を一層推進していく必要がある。

本要綱は、地域が行う、魅力ある景観形成等の観光地域づくりの取組みを国土交通

省が所管のハードとソフトの事業、施策により総合的、重点的に支援する「観光地域

づくり実践プラン」を実施する上での基本的な事項を定めるものである。

２．定義

(1) 「観光地域づくり」とは、外国人観光客の増加、地域の経済活性化、生活環境向

上及び国民等の観光ニーズに応えることを目的として、地域特性を踏まえた観光戦

、 、 、略に基づき 多様な地域資源を活用し 地域の幅広い関係者が一体となって進める

観光を軸とした良好な地域づくりの取組みのことを指す。

(2) 「観光地域づくり実践プラン （以下 「実践プラン」という ）とは、単独の市」 、 。

町村または複数の市町村内の地域を対象に 国土交通省の重点的な支援を受けて 観、 「

光地域づくり」を行う事業を指す。

(3) 構想推進事業者とは、本要綱における地域団体等のうち地域の観光振興を行う社

団法人または財団法人、ＮＰＯ法に基づくＮＰＯ法人、その他「外国人観光旅客の

来訪地域の整備等の促進による国際観光の振興に関する法律（外客誘致法）第６条

第１項」に基づく国土交通省令で定める者を指す。

(4) この要綱において 「地方整備局等」とは北海道開発局、地方整備局及び沖縄総、

合事務局開発建設部を 「地方運輸局等」とは地方運輸局及び沖縄総合事務局運輸、

部を指す。
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３ 「実践プラン」の実施主体．

(1) 国土交通省の重点的な支援を受け 「観光地域づくり」を実施しようとする市町、

村は、関係者からなる「広域連携観光交流推進協議会 （以下 「協議会」という）」 、

を設置することとし、協議会が「実践プラン」の計画の策定と実施に当たっての中

心的な役割を果たす。

(2) 関係者とは、有識者、旅行事業者や交通事業者等の観光関係事業者、ＮＰＯ等の

関係団体の代表、地元関係者、関係市町村職員及び関係都道府県職員等、関係市町

村が協議会の構成員として必要と判断する者を指す。

４ 「実践プラン」の計画内容．

(1) 全体構成

「実践プラン」の計画は以下の内容とする。

①基本構想

・観光戦略

・事業プラン

②「実践プラン」の実施に当たっての推進体制

(2)基本構想

基本構想は概ね５年程度を目標年次として、地域固有の特性を踏まえ、地域の自

助努力を基本に目標が達成できるものでなければならない。基本構想は、①「観光

戦略 、②「事業プラン」から構成され、その策定に際しては、必ず③「事業実施」

主体等との協議」を行うとともに、必要に応じ④「ＰＩ（パブリック・インボルブ

メント）の実施」を行うこととする。

なお、本基本構想は、外客誘致法に基づく「地域観光振興計画」との調和が保た

れたものでなければならない。

①観光戦略

観光戦略とは、地域の資源を活かし、地域を訪れる人々を迎え入れるための戦略

で地域の取組みの方向付けとなるものであり、以下を内容とする。

（ア）対象地域における観光の現状、主要な観光資源

（イ）期待される主要な観光客の特性（どの地域から、どのような観光客を迎え入

れることを想定しているのか）

（ウ （ア）及び（イ）を踏まえた上での「観光地域づくり」の長期的な視点も含）

めたテーマ、方針

（エ （ア）～（ウ）を踏まえた「観光地域づくり」を達成するための課題）

なお、課題の抽出に当たっては、以下の観点に留意する。

（ｉ）旅行者の視点

・当該地域への交通手段 ・地域内の交通環境 ・観光資源の魅力度

・宿泊事情 ・旅行出発地における情報入手 ・地域内における観光案

内の充実 ・外国人旅行客への配慮
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（ii）地域づくりの視点

・地域資源を活かした地域連携 ・住民が誇れる地域づくり ・地域の

産業との調和 ・ＮＰＯ等多様な主体の参加と役割分担 ・都市計画等

や社会資本整備に係る諸計画との整合性

（オ）アウトカム目標及び目標年次

（カ）PIの方法及び結果とその観光戦略への反映

②事業プラン

事業プランは観光戦略の実現に当たって必要となる事業・施策について定めるも

のであり、以下のとおり整理して記述する。

（ア）①（エ）の課題ごとに、その課題に対応するための事業として、良好な街並

み景観・歩行者空間・水辺環境・公園等の交流拠点の形成、イベント、水辺や

自然・地場産業の体験プログラムづくり、ＮＰＯ等による地域おこし活動等の

魅力ある地域づくりの取組み、集客・宿泊施設整備、交通網の乗り継ぎ利便の

向上・インフラ整備・地域内の公共交通機関の運行等の交通の利便性の向上、

ディスティネーションキャンペーン等の送客事業、旅行者に対する情報提供・

地域内観光案内の充実、外客誘致の取組等の事業・施策について記述するもの

である。

なお、本事業プランは、外客誘致法に基づく「地域観光振興事業構想」との

調和が保たれたものでなければならない。

（イ）さらに （ア）において記述した各事業について、以下の区分に従いその内、

容を記述するものとする。

(ｉ)核となるソフト事業

（ａ）地域団体等が行うソフト事業

観光戦略の核となる魅力ある地域づくりの取組み（地域おこし活動、地場

産業育成、美化清掃活動等 、交流活動（賑わいの創出、体験観光活動、案）

内等来訪者受け入れ体制整備、啓発活動等 、既存ストックの有効利用策、）

観光需要の平準化の取組み、お祭り等の集客イベント、外国人を対象とした

運送事業（バス事業、遊覧船事業等）等の活動など、構想推進事業者および

その他の地域団体等が行うソフト事業について、以下の内容を記載する。

・事業の概要と観光戦略との関係

・事業実施期間

・実施主体、実施体制

（ｂ）民間事業者が行うソフト事業

観光戦略と一体不可分なキャンペーン、旅客輸送等の民間事業者（旅行会

社、交通事業者等）が行うソフト事業について、以下の内容を記載する。

・事業の概要と観光戦略との関係

・事業実施期間

・実施主体、実施体制
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(ii)民間ハード事業

（ａ）地域団体等が行うハード事業

観光戦略と一体不可分な主要な教養文化施設、休憩施設、観光案内所、案

内標識等の構想推進事業者およびその他の地域団体等が行う施設整備事業に

ついて、以下の内容を記載する。

・事業の概要と観光戦略との関係

・概算総事業費及び事業実施期間

・実施主体

（ｂ）民間事業者が行うハード事業

観光戦略と一体不可分な主要な集客施設、宿泊施設等の民間事業者が行う

施設整備事業について、以下の内容を記載する。

・事業の概要と観光戦略との関係

・概算総事業費及び事業実施期間

・実施主体

(iii)公的関連ソフト事業・施策

観光戦略に関して行政が行う、街並み形成や公共交通等に関する規制・誘導

施策、事業について、以下の内容を記載する。

・事業・施策の概要と観光戦略との関係

・事業・施策実施期間

・実施主体

(iv)公的関連ハード事業

観光戦略に関する基盤整備等に係る国土交通省所管事業及び地方単独事業等

について、以下の内容を記載する。

・事業の概要と観光戦略との関係

・概算総事業費及び事業実施期間

・実施主体

（ウ）PIの結果の事業プランへの反映について記述する。

③事業実施主体等との協議

協議会は、基本構想の策定に当たって事業実施主体等と協議するものとする。

④PIの実施

協議会は、基本構想の策定に当たって、計画案の段階で、必要に応じて対象地域

の住民に対するPIを実施することとし、基本構想の内容にはこの結果を反映させる

こととする。

(3)「実践プラン」の実施に当たっての推進体制

「実践プラン」の実施に当たっては、地域の自助努力を基本に官民一体となって

、 。良好な地域づくりを進めるための推進体制を整備するものとし 以下を内容とする
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① 推進体制の構成員

推進体制の構成員を内容とする （以下に構成員の例を提示する ）。 。

・ 関係市町村

・ 旅行事業者や交通事業者等の観光関係事業者

・ ＮＰＯ等の関係団体の代表

・ 地元関係者

・ 基本構想対象事業等の事業実施主体

・ 都道府県、国等

② 役割分担

各構成員と、それぞれの役割分担を内容とする。

③ 調整方法等

各構成員間での連携・調整の仕組みを内容とする。

④ 住民参加の方法等

地域の理解、協力及び参画を得るための具体的な枠組みを内容とする。

５ 「実践プラン」の応募．

「実践プラン」を実施しようとする協議会は、策定した「実践プラン」の計画を応

募申請書に添え、国土交通省の定める期間内に、地方整備局等又は地方運輸局等を経

由して国土交通省担当部局に応募を行う。地方整備局等及び地方運輸局等は、応募に

関し、協働して必要事項を聴取し本省担当部局に報告する。

６ 「実践プラン」の選定．

(1) 選定主体

国土交通省は、応募がなされた「実践プラン」の選定について、別途設置する委員

、 、 、会に付議し 当該委員会の推薦を受け 国土交通省事業調整推進会議に諮ったうえで

選定するか否かを決定する。

(2) 選定基準

国土交通省の支援対象とする「実践プラン」の選定は以下の点を考慮して行う。

・観光戦略が地域固有の特性を踏まえたオリジナリティと創意・工夫を有するも

のであって、地域の自助努力を基本とするものであること。

・地域の観光魅力、国内外の観光客を迎え入れる体制の観点から、観光地として

の発展可能性が高いと判断される地域であること。

・事業プランに構想推進事業者が行うソフト事業またはハード事業のいずれかが

位置付けられていること。

・事業プランについては 「民間ハード事業 「公的関連ハード事業」に偏ること、 」、

なく、観光戦略を実現するための具体的課題とその解決のため事業が明確かつ

具体的であり、ハードとソフトの連携、既存観光資源・インフラの利活用によ

り、地域住民、観光客に親しまれる「観光地域づくり」が効率的に実施される

と期待できること。
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・観光戦略の実現のために、良好な景観の形成を進める必要があり、例えば景観

法に基づく景観計画を策定し、又は景観地区を指定し、景観協議会の設置等に

積極的に取り組む等、地域の自助努力を基本に、官民一体となって地域づくり

の推進体制を整備していること。なお、推進体制については、ＮＰＯ等の関係

団体、地域住民との連携体制が整い、地域の理解と協力及び参加が十分得られ

るよう考慮されていること。

(3) 選定通知

① 国土交通省は、選定された「実践プラン」の計画について、地方整備局等又は

地方運輸局等を通じて、当該協議会へ通知する。

② 国土交通省は、選定されなかった「実践プラン」の計画について、地方整備局

等又は地方運輸局等を通じて、非選定理由とあわせて当該協議会へ通知する。

（ 「 」 、 、注：選定されなかった 実践プラン の計画については その内容を見直した上

再度の応募を行うことができる ）。

７ 「実践プラン」の実施．

(1) アクションプログラム

選定通知を受けた協議会は 「実践プラン」の実施のため、関係する事業・施策を、

計画的かつ一体的に進めるとともに、関係者間で認識、情報を共有することを目的と

して、実施スケジュールを記載した「アクションプログラム」をとりまとめるものと

する。

① アクションプログラムの策定

・選定通知を受けた協議会は関係する事業・施策の実施主体に対して説明を行

い、各事業・施策毎のアクションプログラムの策定を依頼する。

・協議会から依頼を受けた事業・施策の実施主体は、各事業・施策のアクション

プログラムを速やかに策定し、協議会に対して報告するとともに、必要に応じ

て調整を行う。

② アクションプログラムの対象事業・施策

事業プランに位置づけられた「核となるソフト事業（地域団体等が行うソフト

事業、民間事業者が行うソフト事業 「民間ハード事業 「公的関連ソフト事）」、 」、

業・施策 「公的関連ハード事業」」、

③ アクションプログラムの内容

アクションプログラムは、以下の内容とする。

ア 核となるソフト事業（地域団体等が行うソフト事業、民間事業者が行うソフト( )
事業）

・ 具体的な事業内容

・ 年度ごとのスケジュール

・ 実施主体、実施体制（ＮＰＯ等地域の団体、地域住民との関係等）
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（ 、 ）( )イ 民間ハード事業 地域団体等が行うハード事業 民間事業者が行うハード事業

・ 概算総事業費

・ 具体的な事業内容

・ 年度ごとのスケジュール

・ 実施主体

ウ 公的関連ソフト事業・施策( )
・ 具体的な事業・施策内容

・ 年度ごとのスケジュール

・ 実施主体

エ 公的関連ハード事業( )
・ 概算総事業費

・ 具体的な事業内容

・ 年度ごとのスケジュール

・ 実施主体

(2) 国土交通省は 「実践プラン」の実施に資するため、所管事業の重点的な実施等、

に配慮するとともに、海外宣伝をはじめとするキャンペーンの展開、地域団体が行

う観光に関する活動等への支援を行うこととする。

８．アクションプログラムのフォローアップの実施

(1) 協議会は、毎年度、アクションプログラムのフォローアップ調査を実施する。

(2) フォローアップ調査においては、アクションプログラムの対象事業・施策につい

て、以下の内容を調査する。

① アクションプログラムの進捗状況

② 事業・施策実施上の課題

③ 事業・施策の今後の達成見込み

④ 事業・施策の効果

９．その他

(1) 本要綱において「国土交通省担当部局」とあるのは国土交通省総合政策局事業総

括調整官室及び観光地域振興課を指す。

(2) その他、この要綱の実施に必要な事項については別途定める。


